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本内容につきましては、法令及び当社定款第39条の規定にもとづき、当社ウェブサ
イト（https://www.tobu.co.jp/ir/）に掲載することにより、株主の皆様にご提供
しております。

　



７ 会社の支配に関する基本方針
（1）基本方針の内容
　当社は、企業価値および株主共同の利益の確保・向上ならびに運輸事業の安全性、公共性および
利用者の利益の確保・向上に向けた取り組みを一層推進してまいりますが、昨今、わが国の株式市
場等においては、買付の対象となる会社の経営陣の賛同を得ることなく、一方的に大量の株式の買
付を強行するといった事例も散見されております。
　もとより、当社は、株式の大量買付であっても、当社の企業価値および株主共同の利益の確保・
向上ならびに運輸事業の安全性、公共性および利用者の利益の確保・向上に資するものであれば、
これを一概に否定するものではありません。
　しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値および株主共同の利益の
確保・向上ならびに運輸事業の安全性、公共性および利用者の利益の確保・向上に対する明白な侵
害をもたらすもの、株主様に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会
や株主様が買付の条件等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための
十分な時間や情報を提供しないもの等、対象会社の企業価値および株主共同の利益の確保・向上な
らびに運輸事業の安全性、公共性および利用者の利益の確保・向上に資さない場合も想定されま
す。
　当社では、継続的な企業価値および株主共同の利益の確保・向上のためには、経営の根底にある
「安全・安心」を提供し続けることや運輸事業を営む者としての公共的使命に関する基本的な考え
方を、今後も引き続き維持・推進していくとともに、中長期的な視点に立った経営を推進していく
ことが、不可欠であると考えます。
　このような経営が、当社株式の大量買付を行う者により短期的な利益のみを追求するような経営
に変わるようなことがあれば、当社の企業価値および株主共同の利益の確保・向上ならびに運輸事
業の安全性、公共性および利用者の利益の確保・向上は損なわれることになります。
　こうした事情に鑑み、当社取締役会は、当社株式に対する不適切な買付により企業価値および株
主共同の利益の確保・向上ならびに運輸事業の安全性、公共性および利用者の利益の確保・向上が
毀損されることを防止するためには、買付に応じるべきか否かを株主様が判断し、あるいは当社取
締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間を確保すること、および株主様のために買付者
等と交渉を行うこと等を可能とするための体制を、平時において整えておくことが必要不可欠と考
えております。

（2）具体的な取り組み
① 会社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取り
組み
　当社グループは、お客様の暮らしに密着した事業を通じて沿線地域の発展に貢献する企業グル
ープとして、「運輸」、「レジャー」、「不動産」、「流通」等の事業を多角的、複合的に展開してお
り、この事業活動の根幹にあるものが「安全・安心」の提供であり、さらに、事業を通じて安定
的に利益を創出しながら、環境にも配慮した経営を進め、お客様の生活を担う企業グループとし
て地域社会とともに持続的に発展することにより、企業の社会的責任を果たすことが重要である
と認識しております。すべての事業における信頼の基礎である「安全・安心」を提供し続けると
ともに、運輸事業を営む者としての公共的使命に関する基本的な考え方を今後も維持し続けるこ
とが、当社グループ全体の根幹をなすものと考えております。
　さらに、活力に富んだ暮らしやすく訪れたい東武沿線の実現を目指す「東武グループ経営方
針」のもと、将来に向けた持続的な成長を目指すべく、長期的な視点から「経営の基本的な方向
性」等を示した「長期経営構想」と、これに基づく４か年の具体的な取組みを示した「中期経営
計画」を策定いたしました。当社グループでは、中長期的な視点に立ったロードマップを描き、
持続的な成長に向けた投資を積極的に推進するとともに、財務健全性を堅持しつつ、株主還元の
一層の充実をはかることで、引き続き企業価値および株主共同の利益の確保・向上をはかってま
いる所存であります。
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② 基本方針に照らして不適切な者によって会社の財務および事業の方針の決定が支配されること
を防止するための取り組み
　当社は、2018年６月22日開催の定時株主総会において「当社株式の大量買付行為に関する対
応策（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいます。）の導入について承認を得ております。
　本プランは、当社株式等の大量買付行為が行われる場合に、株主様が適切な判断をするために
必要・十分な情報と時間を確保するとともに、買収者との交渉の機会を確保することなどによ
り、企業価値および株主共同の利益の確保・向上ならびに運輸事業の安全性、公共性および利用
者の利益の確保・向上を目的としています。
　本プランは、当社が発行者である株券等について、保有者およびその共同保有者の株券等保有
割合が20％以上となる買付、または当社が発行者である株券等について、公開買付に係る株券
等の株券等所有割合およびその特別関係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付
（以下「買付等」と総称し、買付等を行おうとする者を「買付者等」といいます。）を対象としま
す。
　当社の株券等について買付等が行われる場合、当該買付等に係る買付者等には、買付内容等の
検討に必要な情報および本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した書面の提出
を求めます。その後、当社の業務執行を行う経営陣から独立している委員のみから構成される独
立委員会が買付者等から提出された情報や、当社取締役会が必要に応じて提出する買付者等の買
付等の内容に対する意見およびその根拠資料、当該買付等に対する代替案について、評価・検討
するものとします。独立委員会は、必要に応じて、独立した第三者の助言を得たうえ、買付等の
内容の検討、当社取締役会の提示した代替案等の検討、買付者等との協議・交渉、当社取締役会
等を通じた株主に対する情報開示等を行います。
　独立委員会は、買付者等が本プランに定められた手続を遵守しなかった場合、または買付等の
内容の検討等の結果、買付者等による買付等が企業価値および株主共同の利益の確保・向上なら
びに運輸事業の安全性、公共性および利用者の利益の確保・向上に対する明白な侵害をもたらす
恐れのある買付等であるなど、本プランに定める要件のいずれかに該当し、新株予約権の無償割
当てを実施することが相当であると判断した場合には、当社取締役会に対して、新株予約権の無
償割当てを実施すべき旨の勧告を行います。なお、独立委員会は、新株予約権の無償割当てを実
施することが相当であると判断した場合でも、新株予約権の無償割当てを実施することについて
株主総会の決議を経ることが相当であると判断した場合には、当社取締役会に対して、株主総会
を招集し、新株予約権の無償割当ての実施に関する議案を諮ることの勧告を行います。この新株
予約権は、１円を下限とし当社株式１株の時価の２分の１の金額を上限とする金額の範囲内で、
当社取締役会が新株予約権無償割当て決議において定める金額を払い込むことにより、原則とし
て当社株式１株を取得することができるものですが、買付者等による権利行使が認められないと
いう行使条件が付されています。また、当社が買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予
約権を取得することができる旨の取得条項が付されており、当社がかかる条項に基づく取得をす
る場合、新株予約権１個と引換えに、対象株式数に相当する数の当社株式を交付することができ
るものとします。当社取締役会は、独立委員会の上記勧告を最大限に尊重して新株予約権無償割
当ての実施または不実施等の決議をするものとします。ただし、当社取締役会は、独立委員会か
ら、株主総会を招集し、新株予約権の無償割当ての実施に関する議案を諮ることの勧告を受けた
場合には、実務面を含め株主総会の開催が著しく困難な場合を除き、速やかに株主総会を招集
し、新株予約権による無償割当ての実施に関する議案を付議する旨決議するものとします。当社
取締役会は、上記決定を行った場合には速やかに、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と
判断する事項について情報開示を行います。
　本プランの有効期間は2018年６月22日開催の定時株主総会終了後３年以内に終了する事業年
度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までです。ただし、有効期間の満了前であ
っても、当社の株主総会において本プランに係る新株予約権の無償割当てに関する事項の決定に
ついての取締役会への上記委任を撤回する旨の決議が行われた場合、または、当社取締役会によ
り本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されるものとし
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ます。
　本プラン導入後であっても、新株予約権無償割当てが実施されていない場合、株主の皆様に直
接具体的な影響が生じることはありません。他方、新株予約権無償割当てが実施された場合、株
主の皆様が新株予約権行使の手続を行わないとその保有する株式の価値は希釈化される場合があ
ります（ただし、当社が当社株式を対価として新株予約権の取得を行った場合、その保有する株
式の希釈化は生じません。）。

　

③ 具体的取り組みに対する当社取締役会の判断およびその理由
　前記（2）①に記載した取り組みは、いずれも当社の企業価値および株主共同の利益の確保・
向上ならびに運輸事業の安全性、公共性および利用者の利益の確保・向上に資する具体的方策と
して策定されたものであり、当社の基本方針に沿うものです。
　また、本プランは前記（2）②記載のとおり、企業価値および株主共同の利益の確保・向上な
らびに運輸事業の安全性、公共性および利用者の利益の確保・向上させる目的をもって導入され
たものであり、当社の基本方針に沿うものです。とくに、本プランは当社の株主総会において決
議がなされ導入しているため、株主意思を重視するものであること、その内容として合理的な客
観的発動要件が設定されていること、当社の業務執行を行う経営陣から独立している委員のみか
ら構成される独立委員会を設置し、本プランの発動に際しては必ず独立委員会の判断を得ること
が必要とされていること、独立委員会は当社の費用で独立した第三者の助言を得ることができる
とされていること、独立委員会から、株主総会を招集し、新株予約権の無償割当ての実施に関す
る議案を諮ることの勧告を受けた場合には、実務面を含め株主総会の開催が著しく困難な場合を
除き、速やかに株主総会を招集し、新株予約権による無償割当ての実施に関する議案を付議する
とされていること、本プランは有効期間を約３年間と定め、有効期間の満了前であっても当社の
株主総会または取締役会によりいつでも廃止できるとされていることなどにより、その公正性・
客観性が担保されており、合理性を有し、企業価値および株主共同の利益の確保・向上ならびに
運輸事業の安全性、公共性および利用者の利益の確保・向上に資するものであって、当社の会社
役員の地位の維持を目的とするものではありません。
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連結株主資本等変動計算書
　

（2020年４月１日から2021年３月31日まで）
（単位：百万円）

　

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 102,135 50,863 256,511 △4,442 405,069
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △6,262 △6,262
親会社株主に帰属する
当期純損失（△） △24,965 △24,965
自 己 株 式 の 取 得 △12 △12
自 己 株 式 の 処 分 △0 7 7
土地再評価差額金の取崩 607 607
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 0 0
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 ― 0 △30,619 △5 △30,624
当 期 末 残 高 102,135 50,864 225,891 △4,447 374,444
　

その他の包括利益累計額
非 支 配
株 主 持 分 純資産合計そ の 他

有 価 証 券
評価差額金

土地再評価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に
係 る 調 整
累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 11,365 47,506 58 1,648 60,578 8,321 473,969
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △6,262
親会社株主に帰属する
当期純損失（△） △24,965
自 己 株 式 の 取 得 △12
自 己 株 式 の 処 分 7
土地再評価差額金の取崩 607
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 0
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 8,714 △284 △37 1,537 9,931 △172 9,759
当 期 変 動 額 合 計 8,714 △284 △37 1,537 9,931 △172 △20,865
当 期 末 残 高 20,080 47,222 21 3,186 70,510 8,149 453,103
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連 結 注 記 表
　

（2020年４月１日から2021年３月31日まで）
　
Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
１ 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称等

連結子会社の数
80社
主要な連結子会社の名称等
㈱東武百貨店、㈱東武ストア、㈱東武宇都宮百貨店、東武建設㈱、東武運輸㈱、東武トップ
ツアーズ㈱、東武商事㈱、東武ビルマネジメント㈱、㈱東武エナジーサポート、東武不動産
㈱、他70社

（2）主要な非連結子会社の名称等
㈱東武キャリアサービス
（連結の範囲から除いた理由）
　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、営業収益、当期純損益（持分に見
合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼ
していないためであります。

　
２ 持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した関連会社の数及び会社の名称等

持分法を適用した関連会社の数
３社
会社の名称等
蔵王ロープウェイ㈱、野岩鉄道㈱、㈱日光自然博物館

（2）持分法を適用しない主要な非連結子会社及び関連会社の名称等
㈱東武キャリアサービス、㈱群馬県バス・ハイヤー会館
（持分法を適用していない理由）
　持分法を適用していない非連結子会社または関連会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合
う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても
重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

　
３ 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、17社を除き、決算日は３月末日であります。
　上記17社の決算日は主に２月末日であり、連結子会社の決算日現在の計算書類を使用しており
ます。
　なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

　
４ 会計方針に関する事項
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券
満期保有目的債券 償却原価法（定額法）
その他有価証券
時価のあるもの 決算期末日の市場価格等にもとづく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの 移動平均法による原価法
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② デリバティブ 時価法
　なお、金利スワップ取引の特例処理をしております。
③ たな卸資産
小 売 業 商 品 売価還元法による原価法
分譲土地建物 個別法による原価法
貯 蔵 品 移動平均法による原価法
　なお、貸借対照表価額は、収益性の低下にもとづく簿価切下げの方法により算定しておりま
す。

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
　定額法及び定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建
物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について
は、定額法を採用しております。
② 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期
間（主として５年）にもとづく定額法を採用しております。
③ リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2008年３月
31日以前のものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており
ます。

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金
　貸付金及び売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお
ります。
② 賞与引当金
　従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額にもとづき計上しております。
③ 役員退職慰労引当金
　一部の連結子会社において、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規等にもとづく当連
結会計年度末要支給額を計上しております。
④ 商品券等回収損失引当金
　一定期間経過後に収益に計上した未回収の商品券等について、将来回収された場合に発生す
る損失に備えるため、過去の実績にもとづき損失発生見込額を計上しております。

（4）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 繰延資産の処理方法
　社債発行費については、社債の償還までの期間にわたり定額法によって償却しております。
　なお、金額が僅少なものについては支出時の費用として処理しております。
② 工事負担金等の圧縮記帳処理の方法
　当社は鉄道業における連続立体交差等の高架化工事や踏切道路拡幅工事等を行うにあたり、
地方公共団体等より工事費の一部として工事負担金等を受けております。
　これらの工事負担金等のうち、対象工事の完成により増収が見込まれないもので、１億円以
上のものについては、工事完成時に、工事負担金相当額を取得価額から直接減額して計上して
おります。
　なお、連結損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固
定資産の取得価額から直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上しております。
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③ 重要なヘッジ会計の方法
　連結子会社においては、将来の支払利息に係る金利変動リスクをヘッジすることを目的に金
利スワップ取引を行っており、すべてについて、特例処理を適用しております。当該金利スワ
ップ取引は、変動金利借入に対するものであります。
④ 退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付に係る資産及び負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末におけ
る見込額にもとづき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。な
お、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ
る方法については、給付算定式基準によっております。
　過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主とし
て10年）による定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主
として10年）による定額法により、翌連結会計年度から費用処理することとしております。
　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の
部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
⑤ のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、その個別案件ごとに判断し、20年以内の合理的な年数で償却し
ております。また、2010年３月31日以前に発生した負ののれんの償却については、20年間
の均等償却を行っております。
⑥ 消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

５ 表示方法の変更
（会計上の見積りの開示に関する注記）
　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当連
結会計年度から適用し、会計上の見積りに関する注記を記載しております。

（連結損益計算書関係）
　前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「少額工事負担金等受入額」
は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記することとしております。
　なお、前連結会計年度の「少額工事負担金等受入額」は186百万円であります。
　前連結会計年度において、区分掲記しておりました、「営業外収益」の「保険配当金」は、金額
的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「営業外収益」の「その他」に含めて表示して
おります。
　前連結会計年度において、区分掲記しておりました「特別利益」の「投資有価証券売却益」は、
金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「特別利益」の「その他」に含めて表示し
ております。

６ 追加情報
（会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の考え方）
　当社グループにおける新型コロナウイルス感染症の影響については、感染症の収束について依然
として予断を許さないものの、出控えや在宅勤務の継続等、企業や個人の行動の変化による当社グ
ループへの影響は段階的に収束に向かいながら2022年３月期末まで一定程度残るものとの仮定を
置き、株式及び固定資産の減損等における将来キャッシュ・フロー並びに繰延税金資産の回収可能
性等の見積りを行っております。

― 7 ―

　



Ⅱ．会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連
結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。
　なお、会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の考え方については、「追加情報」
に記載しております。

１ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
（1） 繰 延 税 金 資 産 12,519百万円

（2） 減 損 損 失 6,004百万円

２ 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
（1）繰延税金資産
　繰延税金資産は、将来の事業計画にもとづく課税所得の発生時期及び金額によって見積りを行
っております。
　当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際
に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類に
おいて、繰延税金資産の金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。

　 （2）減損損失
　減損損失は、当初想定していた営業収益が見込めなくなったこと等により計上しております。
　当社グループが保有する固定資産については、当初見込んだ収益が得られなかった場合、また
は将来キャッシュ・フロー、割引率、正味売却価額等の前提条件に変更があった場合、翌連結会
計年度の連結計算書類において、減損損失の計上が必要となる場合があります。

Ⅲ．連結貸借対照表に関する注記
１ 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
　
２ 担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保に供している資産

建 物 及 び 構 築 物 299,558百万円
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 66,366百万円
土 地 370,435百万円
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 5,096百万円
そ の 他 の 投 資 616百万円

計 742,073百万円
　

（2）担保に係る債務
短 期 借 入 金 1,670百万円
前 受 金 21,566百万円
長 期 借 入 金 154,559百万円
（内 １ 年 内 返 済 額） (13,658百万円）
鉄 道 ・ 運 輸 機 構 長 期 未 払 金 7,690百万円
（内 １ 年 内 返 済 額） (1,422百万円）

計 185,485百万円
　
３ 有形固定資産の減価償却累計額 1,216,223百万円
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４ 保 証 債 務
　他の会社等の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。
埼 玉 県 住 宅 供 給 公 社 948百万円
(一財)渡良瀬遊水地アクリメーション振興財団 900百万円

計 1,849百万円
　
５ 投資有価証券のうち、20,518百万円については有価証券消費貸借契約により貸付を行っており
　ます。
　
６ 事業用固定資産の取得価額から控除した工事負担金等の金額は、255,724百万円であります。

７ 土地の再評価
　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関
する法律の一部を改正する法律」（平成11年３月31日公布法律第24号）にもとづき、事業用土地
の再評価を行い、当該評価差額のうち法人税その他の利益に関連する金額を課税標準とする税金に
相当する金額である繰延税金負債を負債の部に計上し、当該繰延税金負債を控除した金額を土地再
評価差額金として純資産の部に計上しております。
① 東 武 鉄 道 ㈱
・再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）にもとづき、鉄道
事業用土地については同施行令第２条第３号に定める固定資産税評価額により、その他事業用
土地については同条第１号に定める公示価格及び第２号に定める基準地価格により算定
・再評価を行った日 2002年３月31日
・同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の期末における時価の合計額と当該事業用
土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 28,818百万円
なお、2002年２月１日に東武鉄道㈱と合併により消滅した東武アネックス㈱・東武プロパテ
ィーズ㈱・東武エステート㈱並びに2002年３月１日に東武鉄道㈱と合併により消滅した銀座
エフツー㈱については、上記東武鉄道㈱に含めて記載しております。また、合併により消滅し
た会社の再評価の方法並びに再評価を行った日は以下のとおりであります。
（ⅰ）東武アネックス㈱・東武プロパティーズ㈱・東武エステート㈱
・再評価の方法
同施行令第２条第５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価額により算定

・再評価を行った日 2002年１月31日
（ⅱ）銀座エフツー㈱
・再評価の方法
同施行令第２条第３号に定める固定資産税評価額及び同施行令第２条第５号に定める不
動産鑑定士による鑑定評価額により算定

・再評価を行った日 2001年12月31日
② ㈱東武百貨店
・再評価の方法
同施行令第２条第３号に定める固定資産税評価額により算定
・再評価を行った日 2002年２月28日
・同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の期末における時価の合計額と当該事業用
土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 0百万円
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③ ㈱東武宇都宮百貨店
・再評価の方法
同施行令第２条第３号に定める固定資産税評価額により算定
・再評価を行った日 2002年２月28日
・同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の期末における時価の合計額と当該事業用
土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 62百万円

④ 東 武 運 輸 ㈱
・再評価の方法
同施行令第２条第３号に定める固定資産税評価額により算定
・再評価を行った日 2002年２月28日
・同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の期末における時価の合計額と当該事業用
土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 2,483百万円

⑤ 東 武 建 設 ㈱
・再評価の方法
同施行令第２条第３号に定める固定資産税評価額及び同施行令第２条第５号に定める不動産鑑
定士による鑑定評価額により算定
・再評価を行った日 2002年３月31日
・同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の期末における時価の合計額と当該事業用
土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 742百万円

⑥ 東武栃木生コン㈱
2016年４月１日に東武建設㈱より新設分割に伴い、同法律第10条に定める再評価を行った事
業用土地を承継しております。
・再評価の方法
同施行令第２条第３号に定める固定資産税評価額により算定
・再評価を行った日 2002年３月31日
・同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の期末における時価の合計額と当該事業用
土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 907百万円
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Ⅳ．連結損益計算書に関する注記
１ 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２ 臨時休業による損失
　新型コロナウイルス感染拡大による政府及び自治体からの休業要請により、当社グループの一部
施設において臨時休業いたしました。当該休業中に発生した固定費等（人件費や賃借料等）に臨時
性があると判断し、臨時休業による損失として特別損失に計上しております。

Ｖ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
１ 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

発行済株式

普通株式（株） 209,815,421 ― ― 209,815,421

自己株式

普通株式（株） 1,192,347 3,694 2,215 1,193,826

（注）１．当連結会計年度末の自己株式には、役員報酬信託口が保有する当社株式125,900株が含ま
れております。

　 ２．自己株式の株式数の増加の内訳は、以下のとおりであります。
単元未満株式の買取りによる増加 3,694株

３．自己株式の株式数の減少の内訳は、以下のとおりであります。
①単元未満株式の買増請求による減少 115株
②役員報酬信託口における株式の交付・売却による減少 2,100株

　
３ 配当に関する事項
（1）配当金支払額

　

決 議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基 準 日 効 力 発 生 日

2020年６月23日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 4,175 20.0 2020年３月31日 2020年６月24日

2020年10月30日
取 締 役 会 普 通 株 式 2,087 10.0 2020年９月30日 2020年12月2日

（注）１．2020年６月23日定時株主総会決議による配当金の総額には、役員報酬信託口に対する配当
金２百万円を含めております。

２．2020年10月30日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬信託口に対する配当金
１百万円を含めております。

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額（百万円）
１株当たり
配当額（円）基 準 日効 力 発 生 日

2021年６月23日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 2,087 10.0 2021年３月31日2021年６月24日
（注）配当金の総額には、役員報酬信託口に対する配当金１百万円を含めております。
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Ⅵ．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 2,132円83銭
１株当たり当期純損失(△) △119円67銭
（注）役員報酬信託口が保有する当社株式を、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数

から控除する自己株式に含めております。また、１株当たり当期純損失の算定上、期中平均
株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

Ⅶ．金融商品に関する注記
１ 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀
行等金融機関からの借入または社債の発行によっております。また、連結子会社であります東武
シェアードサービス㈱において、当社グループ全体の資金を包括して管理するキャッシュ・マネ
ジメント・システムを導入し、グループ各社の資金需要に応じた資金供給を行うことで効率的な
資金の運用をはかっております。デリバティブは、借入金の金利変動及び為替の変動リスクを回
避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに
関してはグループ各社の与信管理手続きに従い、顧客・取引先ごとの信用調査を行い、期日管理
及び残高管理を定期的に行う体制としております。
　投資有価証券のうち上場株式については、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に
グループ各社の業務上の関係を有する企業の株式であり、四半期ごとに時価の把握を行っており
ます。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。
　借入金、社債のうち短期のものについては、主に営業取引に係る資金調達であり、長期のもの
については主に設備投資に係る資金調達であります。これらのうち、金利の変動リスクに晒され
ているものの一部については、当該リスクを回避する目的でデリバティブ取引（金利スワップ取
引）を利用しております。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格にもとづく時価のほか、市場価格がない場合には合理的に算定
された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異
なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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２ 金融商品の時価等に関する事項
　2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお
りであります。

（単位：百万円）
　

連結貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

短 期 借 入 金 73,312 73,312 ―
１ 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 54,550 54,745 194
１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 21,120 21,126 6
社 債 147,200 147,680 480
長 期 借 入 金 533,406 539,886 6,479

　

（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項
・短期借入金
短期借入金は、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額によっております。
・１年内返済予定の長期借入金及び長期借入金
１年内返済予定を含む長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映
し、また、当社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似
していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、元利
金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値によ
り算定しております。なお、一部の長期借入金の時価については金利スワップの対象とされ
ていることから、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、新規に同様
の借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。
・１年内償還予定の社債及び社債
当社の発行する社債の時価は、市場価格にもとづき算定しております。

　
Ⅷ．賃貸等不動産に関する注記
１ 当社では、東京都その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的としてオフィスビル（土地
　を含む）や商業施設（土地を含む）を所有しております。
　

２ 賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：百万円）

　

連結貸借対照表計上額 時 価
156,818 231,345

　

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金
額であります。

２．当連結会計年度末の時価は、「不動産鑑定評価基準」にもとづく鑑定評価額もしくは指標等
を用いて合理的な調整を行って算出した金額であります。
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株主資本等変動計算書
　

（2020年４月１日から2021年３月31日まで）
（単位：百万円）

　

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計資本準備金 そ の 他

資本剰余金
資本剰余金
合 計

そ の 他
利益剰余金
繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 102,135 52,511 ― 52,511 176,581 △4,442 326,786
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △6,262 △6,262
当 期 純 損 失 （△） △21,607 △21,607
自 己 株 式 の 取 得 △12 △12
自 己 株 式 の 処 分 △0 7 7
土地再評価差額金の
取 崩 607 607
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― △27,262 △5 △27,267
当 期 末 残 高 102,135 52,511 ― 52,511 149,318 △4,447 299,518
　

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価
差 額 金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 9,222 47,609 56,831 383,618
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △6,262
当 期 純 損 失 （△） △21,607
自 己 株 式 の 取 得 △12
自 己 株 式 の 処 分 7
土地再評価差額金の
取 崩 607
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 6,940 △283 6,657 6,657
当 期 変 動 額 合 計 6,940 △283 6,657 △20,610
当 期 末 残 高 16,162 47,326 63,488 363,007
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個 別 注 記 表
　

（2020年４月１日から2021年３月31日まで）
　
Ⅰ．重要な会計方針
１ 資産の評価基準及び評価方法
（1）有 価 証 券

満期保有目的債券 償却原価法（定額法）
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの 決算期末日の市場価格等にもとづく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの 移動平均法による原価法
（2）た な 卸 資 産

分譲土地建物 個別法による原価法
貯 蔵 品 移動平均法による原価法
　なお、貸借対照表価額は、収益性の低下にもとづく簿価切下げの方法により算定しておりま
す。

　
２ 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

鉄道事業の有形固定資産 定率法
鉄道事業の取替資産 取替法（定率法）
その他の有形固定資産 定額法
　ただし、鉄道事業の有形固定資産のうち1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法
を採用しております。

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 定額法
　償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。ただし、自社
利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）にもとづく定額法を採用し
ております。

（3）リ ー ス 資 産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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３ 引当金の計上基準
（1）貸 倒 引 当 金
　貸付金及び売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

（2）退職給付引当金
　退職給付債務及び年金資産は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における見込額
にもとづき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる
方法については、給付算定式基準によっております。
過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）に
よる定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）
による定額法により、翌事業年度から費用処理することとしております。

（3）関係会社事業損失引当金
　関係会社の事業に伴う損失に備えるため、関係会社の資産内容等を勘案して、当社が負担する
こととなる損失見込額を計上しております。
　

４ 収益及び費用の計上基準
　ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
　リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。
　

５ その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）繰延資産の処理方法
　社債発行費については、社債の償還までの期間にわたり定額法によって償却しております。
　なお、金額が僅少なものについては支出時の費用として処理しております。

（2）工事負担金等の圧縮記帳処理方法
　当社は、連続立体交差等の高架化工事や踏切道路拡幅工事等を行うにあたり、地方公共団体等
より工事費の一部として工事負担金等を受けております。
　これらの工事負担金等のうち、対象工事の完成により増収が見込まれないもので、１億円以上
のものについては、工事完成時に、工事負担金相当額を取得価額から直接減額して計上しており
ます。
　なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産
の取得価額から直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上しております。

（3）退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異、及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方
法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

（4）消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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６ 表示方法の変更
（会計上の見積りの開示に関する注記）
　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事
業年度から適用し、会計上の見積りに関する注記を記載しております。
（損益計算書関係）
　前事業年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「工事負担金等受入額」は、金
額的重要性が増したため、当事業年度より区分掲記することとしております。
なお、前事業年度の「工事負担金等受入額」は186百万円であります。
　前事業年度において、「特別損失」の「その他」に含めていた「関係会社株式評価損」は、金額
的重要性が増したため、当事業年度より区分掲記することとしております。
なお、前事業年度の「関係会社株式評価損」は34百万円であります。
　前事業年度において、区分掲記しておりました「特別損失」の「固定資産除却損」は、金額的重
要性が乏しくなったため、当事業年度より「特別損失」の「その他」に含めて表示しております。

７ 追加情報
（会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の考え方）
　連結計算書類の「連結注記表（追加情報）」に記載のとおりであります。

Ⅱ．会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度
に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。
　なお、会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の考え方については、連結計算書
類の「連結注記表（追加情報）」に記載のとおりであります。

１ 当事業年度の計算書類に計上した金額
（1）繰延税金資産 11,911百万円

（2）減 損 損 失 3,967百万円

２ 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　連結計算書類の「連結注記表（会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報）」に記載のと
おりであります。
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Ⅲ．貸借対照表に関する注記
１ 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
　
２ 担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保に供している資産

鉄 道 事 業 固 定 資 産 729,149百万円
そ の 他 の 投 資 274百万円

計 729,423百万円
　

（2）担保に係る債務
長 期 借 入 金 148,816百万円
（内 １ 年 内 返 済 額） （12,567百万円）
鉄道・運輸機構長期未払金 7,690百万円
（内 １ 年 内 返 済 額） （1,422百万円）

計 156,506百万円
　
３ 有形固定資産の減価償却累計額 1,024,588百万円
　
４ 事業用固定資産
有形固定資産 1,144,124百万円
土 地 590,015百万円
建 物 245,530百万円
構 築 物 234,021百万円
車 両 48,997百万円
そ の 他 25,559百万円
無形固定資産 8,726百万円

　
５ 保 証 債 務
他の会社等の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。
埼 玉 県 住 宅 供 給 公 社 948百万円
(一財)渡良瀬遊水地アクリメーション振興財団 900百万円

計 1,849百万円
　

　
６ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 4,803百万円
長期金銭債権 950百万円
短期金銭債務 158,017百万円
長期金銭債務 6,623百万円

　
７ 事業用固定資産の取得価額から控除した工事負担金等の金額は、242,789百万円であります。
　
８ 投資有価証券のうち、17,050百万円については有価証券消費貸借契約により貸付を行っており
ます。
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Ⅳ．損益計算書に関する注記
１ 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
　
２ 営業収益及び営業費合計額と内訳
営 業 収 益 167,696百万円
営 業 費 160,371百万円
運送営業費及び売上原価 86,697百万円
販売費及び一般管理費 19,308百万円
諸 税 10,705百万円
減 価 償 却 費 43,659百万円

　
３ 関係会社との取引高
　営業取引による取引高
営 業 収 益 19,293百万円
営 業 費 40,642百万円
営業取引以外の取引による取引高 13,419百万円

　
Ⅴ．株主資本等変動計算書に関する注記
１ 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
　
２ 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普 通 株 式 1,193,826株
（注）自己株式に含めている役員報酬信託口が保有する当社株式数は、125,900株であります。
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Ⅵ．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰 延 税 金 資 産
退 職 給 付 引 当 金 9,082百万円
関係会社事業損失引当金 5,263百万円
有 価 証 券 評 価 損 4,054百万円
減 損 損 失 4,009百万円
借 地 権 の 除 却 2,629百万円
吸収分割による引継土地 2,398百万円
減損により取崩した再評価差額 948百万円
分 譲 土 地 建 物 評 価 損 836百万円
資 産 除 去 債 務 689百万円
繰 越 欠 損 金 384百万円
貸 倒 引 当 金 218百万円
未 払 事 業 税 173百万円
そ の 他 371百万円
繰 延 税 金 資 産 小 計 31,059百万円
評 価 性 引 当 額 △19,148百万円
繰延税金負債との相殺額 △11,911百万円
繰 延 税 金 資 産 合 計 ―百万円

繰 延 税 金 負 債
その他有価証券評価差額 7,062百万円
吸収分割による引継土地 4,823百万円
資 産 除 去 債 務 178百万円
繰 延 税 金 負 債 小 計 12,063百万円
繰延税金資産との相殺額 11,911百万円
繰 延 税 金 負 債 合 計 153百万円

繰 延 税 金 負 債 の 純 額 153百万円
　
Ⅶ．ファイナンス・リース取引（貸主側）
１ リース投資資産の内訳
（1）流 動 資 産

リ ー ス 料 債 権 部 分 382百万円
受 取 利 息 相 当 額 △214百万円
リ ー ス 投 資 資 産 168百万円

　

（2）投資その他の資産
リ ー ス 料 債 権 部 分 6,543百万円
見 積 残 存 価 額 部 分 890百万円
受 取 利 息 相 当 額 △3,636百万円
リ ー ス 投 資 資 産 3,797百万円
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２ リース投資資産に係るリース料債権部分の決算日後の回収予定額
（1）流 動 資 産 （単位：百万円）

　

１年以内 １ 年 超
２年以内

２ 年 超
３年以内

３ 年 超
４年以内

４ 年 超
５年以内 ５ 年 超

リース投資資産 382 ― ― ― ― ―
　

（2）投資その他の資産 （単位：百万円）
　

１年以内 １ 年 超
２年以内

２ 年 超
３年以内

３ 年 超
４年以内

４ 年 超
５年以内 ５ 年 超

リース投資資産 ― 382 376 376 376 5,030
　
Ⅷ．関連当事者との取引に関する注記
　子会社等

　

種類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科 目 期末残高
（百万円）

子会社 東武シェアードサービス㈱ 所有
直接 100％

資金貸借取引
役員の兼任

資金の借入 108,000 短期借入金 148,800

利息の支払(注) 1,234 未 払 費 用 613
　

　取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）東武シェアードサービス㈱に対する利息の支払いについては、市場金利を勘案した合理的な利率

によっております。
　
Ⅸ．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,740円03銭
１株当たり当期純損失(△) △103円57銭

（注）役員報酬信託口が保有する当社株式を、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から
　 控除する自己株式に含めております。また、１株当たり当期純損失の算定上、期中平均株式数の
　 計算において控除する自己株式に含めております。
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